
第１回 液状化等に関する説明会 
 

次 第 
 

 

日時：令和６年４月 27 日（土）10：00～ 

会場：黒埼市民会館 １階 ホール 

 

１ 開会 

２ 能登半島地震に伴う被災の概況（公益社団法人 地盤工学会北陸支部） 

３ 建物の被害に対する復旧方法（公益社団法人 新潟県建築士会）   

４ 道路、下水道の復旧見通しについて（土木総務課・下水道計画課） 

５ 宅地液状化対策の方向性について（まちづくり推進課） 

６ 支援制度について 

   ○住宅の修繕、建替、耐震化の支援（建築保全課） 

    ○被災した家屋等の解体・撤去（廃棄物対策課） 

   ○被災者生活再建支援金（福祉総務課） 

 

 

相談会 事前に予約された方   会場：２階 講座室１～３ 

○予約時間枠１ 10：50～11：10       

○予約時間枠２ 11：15～11：35       

○予約時間枠３ 11：40～12：00 

 

【資料１】 

【資料２】 

【資料５】 

【資料６】 

【資料３】 

【資料４】 

【資料７】 



第１回 液状化等に関する説明会 
 

次 第 
 

 

日時：令和６年４月 30 日（火）18：30～ 

   会場：西新潟市民会館 ２階 多目的ホール 

 

１ 開会 

２ 能登半島地震に伴う被災の概況（公益社団法人 地盤工学会北陸支部） 

３ 建物の被害に対する復旧方法（公益社団法人 新潟県建築士会） 

４ 道路、下水道の復旧見通しについて（土木総務課・下水道計画課） 

５ 宅地液状化対策の方向性について（まちづくり推進課） 

６ 支援制度について 

   ○住宅の修繕、建替、耐震化の支援（建築保全課） 

    ○被災した家屋等の解体・撤去（廃棄物対策課） 

   ○被災者生活再建支援金（福祉総務課） 

 

 

相談会 事前に予約された方  会場：２階 音楽室、３階 研修室・講座室 

○予約時間枠１ 19：20～19：40       

○予約時間枠２ 19：45～20：05       

○予約時間枠３ 20：10～20：30 

【資料１】 

【資料２】 

【資料５】 

【資料６】 

【資料７】 

【資料３】 

【資料４】 



第１回 液状化等に関する説明会 
 

次 第 
 

 

日時：令和６年５月 17 日（金）18：30～ 

   会場：曽野木地区公民館 ３階 ホール   

 

１ 開会 

２ 能登半島地震に伴う被災の概況（公益社団法人 地盤工学会北陸支部） 

３ 建物の被害に対する復旧方法（公益社団法人 新潟県建築士会） 

４ 道路、下水道の復旧見通しについて（土木総務課・下水道計画課） 

５ 宅地液状化対策の方向性について（まちづくり推進課） 

６ 支援制度について 

   ○住宅の修繕、建替、耐震化の支援（建築保全課） 

    ○被災した家屋等の解体・撤去（廃棄物対策課） 

   ○被災者生活再建支援金（福祉総務課） 

 

 

相談会 事前に予約された方  会場：１階 102・103 会議室、２階 207・208 講座室 

○予約時間枠１ 19：20～19：40       

○予約時間枠２ 19：45～20：05       

○予約時間枠３ 20：10～20：30 

【資料１】 

【資料２】 

【資料５】 

【資料６】 

【資料７】 

ピンク・ブルー 

【資料３】 
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能登半島地震に伴う被災の概況～地盤と液状化現象～ 公益社団法人地盤工学会北陸支部

普段は砂粒同士が支えあい、その間を水が
満たしている状態で安定している。

出典）文部科学省：地震がわかる！Ｑ＆Ａに加筆
（https://www.jishin.go.jp/main/pamphlet/wakaru_qa/wakaru_qa.pdf）

液状化は、次の3つの条件がそろった場所で発生する。
①地表付近まで砂地盤であること
②砂が締め固まっていないこと(おおむねN値20以下)
③砂地盤が地下水に満たされており地下水位が浅いこと

地震により激しい振動が加えられると、砂粒
の支えあいが崩れ、このとき、砂粒の間にあ
る水の圧力が高まり、地盤が砂を含んだ水の
ような状態（液状化）になる。
液状化した地層の上に亀裂や弱い部分がある
と圧力に耐え切れず、そこから砂が地表に噴
き出す。

液状化が起こると、地盤の沈下、地中のタン
クやマンホールの浮き上がり、建築物の傾
き・転倒などの被害が発生する。

【液状化発生の模式図】

・砂丘の頂部は、地下水位が深く液状化被害無し。
・砂丘の縁辺部は、地下水位が浅く、緩い砂が分布するため、液状化被害（側方流動）
が発生。

建
物 側方流動

砂丘

液状化による側方流動の概念図

非液状化層

段
差

沈
下 隆起

建物

▽地下水位

傾斜がある場合は側方流動

不同沈下

ゆるい地下水位以下の砂層

・旧河道は地下水位が浅く、緩い砂が地表部まで分布するため、液状化被害が発生。
・周囲の氾濫平野は地表部に緩い砂層が無いため、今回の地震では噴砂等が見られな
かった。

地理院地図(地形図+治水地形分類図+陰影起伏図)より作成

砂丘頂部

【液状化現象とは？】 【今回の地震で家屋被害の多い地域と地形との関係は？】

【傾斜地形である砂丘の縁辺部で発生した液状化被害の特徴は？】

【平らな地形である旧河道で発生した液状化被害の特徴は？】

注）既存ボーリング柱状図を使って作成した想定です。 今後実際に調査を行って修正される可能性があります。 出典：ボーリング柱状図「ほくりく地盤情報システム」

砂丘

氾濫平野

ときめき西

善久

山田

鳥原

天野

砂丘の縁辺部(県道16号沿い)と信濃川
の旧河道(寺地～善久、天野)は、住宅が
多く、家屋被害軒数が多い地域である。

砂丘の縁辺部と旧河道の地形では液状
化現象が発生しやすかった。
・地表面地盤付近に締め固まってない
地盤がある。
・地下水位が浅い

被災家屋の範囲
(概略)
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令和６年 能登半島地震 新潟市 液状化等に関する説明会 

建物の被害に対する復旧方法 
公益社団法人新潟県建築士会 専務理事 相田幸一 

 

1 被災住宅相談での多くの相談者の質問 

▷ 家が傾いたが、どう直せばいい？  ▷ 傾いた家を直すには、いくらかかる？ 

 

2 具体的には 

▷ 砂が水と一緒に噴き出した     ▷ 地割れが起きた 

▷ 敷地が道路より低くなった     ▷ 基礎や壁にひびが入った 

▷ 床が傾いた、フワフワする、盛り上がった 

▷ ドアや窓が開かない        ▷ 水を流すとボコボコ音がする 

 

3 工事毎に専門業者 

▷ 瓦は、瓦屋さん 屋根屋さん    ▷ 壁紙が破れたら、内装屋さん 

▷ 壁が落ちたら、左官屋さん     ▷ 水道、排水は、設備屋さん  

復旧工事も同じです！ 

 

4 見えない所にも被害が有るかも？ 

▷ 床下も液状化で砂が噴出しているかも？ ▷ 天井裏の柱や梁は大丈夫？ 

 

5 復旧工事全体を見て段取りする 

▷ 昔なら大工さんの棟梁       ▷ 今なら工務店の社長 

▷ ハウスメーカーの建物ならハウスメーカーの担当者 

 

6 修繕工事内容を決める前に 

▷ 建物全体の状況（築年数・被災状況など）を把握して 

▷ 緊急性の有る工事？どこまで修理しようか、ゆっくり考えても良い工事？ 

▷ お金と工事費を考えて      ▷ 今後の生活を考えて・・・・・ 

 

7 誰が決断する？ 

▷ 「どこまで修繕すべきか？」 ⇒ 正解は無い 

▷ 「どこまで、いつ直すか？」 ⇒ 被災者ご自身が決断すること 

 

8 決断する前に助言者を見つけて！ 

▷ 新築してくれた大工さん、工務店、ハウスメーカーに相談することが一番 

の早道！ ⇐ 修繕する建物について、一番よく知っているから 

▷ 信頼できる大工さんなどが居ない場合は、新潟市建築組合連合会に！ 

連絡先：070-6510-0353（受付時間は、午前 10時から午後 5 時まで） 

 

9 配布資料（修繕工事検討の基礎知識として） 

▷ 「住まいの液状化被害で困らないために」 

▷ 「沈下修正工法の種類」 

 

10 「液状化による被災状況と家屋復旧対策（沈下修正工事）セミナー」を開催 

 録画を公開中：You Tube で「新潟県建築士会」と検索してください。 

資料２



第１回液状化等に関する説明会
公益社団法人　新潟県建築士会
配布資料











令和５年度 令和６年度 令和７年度

A 道路（公道）の復旧スケジュール（下水道の復旧を必要としない場合）

令
和
６
年
能
登
半
島
地
震

発
災

・
国
に
よ
る
災
害
査
定

・
緊
急
点
検
／
被
災
状
況
の
調
査

①
測
量
・
調
査
の
実
施

②
道
路
復
旧

高
さ
の
提
示

現
場
立
会

③
詳
細
な
設
計

④
工
事
の
発
注

⑤
道
路
の
復
旧
工
事

⑥
工
事
の
完
了

工
事
説
明
会

ま
た
は

回
覧
に
よ
る
周
知

6月

【市が実施する工事内容】

道路区域民地 民地

敷地かさ上げ
によるすりつけ

段差解消の
すりつけ

道路と民地
の境界 道路の復旧高さ

被災後の道路高

舗装

６
月
頃
か
ら
、
道
路
と
民
地
と
の

境
界
及
び
復
旧
後
の
道
路
の
高
さ
を

確
認
し
て
い
た
だ
き
ま
す

道
路
復
旧
に
必
要
な
測
量
・
調
査
を

全
地
区
一
斉
に
着
手
し
て
い
ま
す

秋

工事の内容が決まり次第、順次回覧等
にてお知らせいたします。

 側溝の入替え
 舗装のやり直し

すりつけ

道路と民地
の境界

側溝 側溝

概ね２年以内での
完成を目指します

土 木 部 ・ 下 水 道 部

新 潟 市 土 木 部 ・ 下 水 道 部
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令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 以降

令
和
６
年
能
登
半
島
地
震

発
災

④
下
水
道
な
ど
の

復
旧
方
法
の
詳
細
調
整

③
道
路
復
旧
の

詳
細
な
設
計

⑨
工
事
の
完
了

⑦
道
路
復
旧
工
事

の
発
注

B 下水道の復旧スケジュール（下水道などの復旧後に道路工事を行う場合）

①
測
量
・
調
査
の
実
施

②
道
路
復
旧

高
さ
の
提
示

⑧
道
路
の
復
旧
工
事

⑥
下
水
道
管
の

復
旧
工
事

⑤
下
水
道
復
旧
工
事
の
発
注

【市が実施する工事内容】

敷地のかさ上げ
によるすりつけ

段差解消の
すりつけ

舗装復旧

水道管ガス管

下水道管の復旧

側溝 側溝

現
場
立
会

6月

工
事
説
明
会

ま
た
は

回
覧
に
よ
る

周
知

秋

被災後の道路高

◆下水道復旧の考え方
・これまで生活排水が流れるよう被害箇所の

部分的な応急処置を行い排水機能を確保

・被害を確認した下水道管約14㎞について、
今後、被災前の状態に戻す本復旧工事を実施

・道路被害と重複している路線を優先して、
下水道管の復旧工事を実施

・下水道管の復旧にあたり近接するガス管・
水道管の移設が必要となる場合あり

※ガス・水道の移設が必要な場合あり

道路と民地
の境界

道路と民地
の境界

道路の復旧高さ

・
国
に
よ
る
災
害
査
定

・
緊
急
点
検
／
被
災
状
況
の
調
査

新 潟 市 土 木 部 ・ 下 水 道 部
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宅地液状化対策の⽅向性について
新潟市都市政策部

目 的

〇令和6年度〜 被害状況の調査、液状化被害の分析

将来の地震に備え、
地域を液状化しにくくするための事業

〇対策⼯事の着⼿までには２〜３年が必要
・対策実施可能なエリアは、今後の（調査・分析）を受けて抽出します

・対策実施にあたっては、地域住⺠の皆さまの合意が必要です

地震被害への対応

復 旧

日常生活を取り戻すた
めに必要な修繕・建替

（例）住宅再建 （例）住宅の耐震化など

将来への備え

将来の地震に備え、
中⻑期的に取り組む対策事業

道路や宅地の液状化対策道路・下⽔道の復旧

資料４



改良体
（道路部）

改良体
（宅地部）

代表的な宅地液状化対策のイメージ

写真の出展︓熊本市シンポジウム資料※宅地の所有者には、いずれの場合も⼀定の個⼈負担が必要になることを基本

遮⽔矢板打込み状況 改良体設置状況

非液状化層

液状化層

GL

改良体

現在の地下⽔位
対策後の地下⽔位

地下⽔排⽔溝 地下⽔排⽔溝

【地下⽔位低下⼯法】 【格子状地中壁⼯法】

液状化対策地盤
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令和６年能登半島地震に伴う

被 災 家 屋 等 の 解 体 ・ 撤 去 制 度
①制度の概要
家屋等の解体・撤去は、本来所有者の責任におい

て行われるものですが、能登半島地震により被災し
た家屋等について、生活環境保全上の支障除去及び
二次災害の防止を図るため、所有者の申請に基づき、
新潟市が所有者に代わって解体・撤去行う制度です。

1

②対象者
(1)り災証明または被災証明書で「全壊」・「大規模半壊」・「中規模半壊」・「半壊」

と判定された家屋等

〇個人、中小企業者、農業者など

〇住宅、賃貸マンション・アパート、分譲マンション、事務所、店舗、工場、農舎等

(2)申請者は、令和６年1月1日から申請日までの間、被災家屋等を所有していた者

③費用負担
(1)全額公費により行います。

(2)すでに自費で被災家屋等を解体・撤去した場合の※「費用償還制度」もあります。

※費用償還制度は令和6年3月31日までに解体・撤去の契約締結が条件

2
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④公費解体対象範囲のイメージ

3

⑤公費解体の申請について
令和6年2⽉26⽇(⽉) 〜 令和6年7⽉31⽇(⽔)申 請 期 間
※申請期間は、復旧状況に応じ延長する場合があります。

申請には事前に予約が必要です。

申請の予約はこちら 廃棄物対策課 025-226-1411
平⽇ 午前8時30分〜午後5時30分

申 請 会 場

①西区役所健康センター棟3階 土日含む 9時～17時

②新田清掃センター 平日のみ 9時～17時

③市役所本館2階 廃棄物対策課 平日のみ 9時～17時

4



被災者生活再建支援金のご案内
令和６年能登半島地震により、住宅に被害を受けた世帯の方に

被災者生活再建支援金を支給し、生活の再建を支援します。

被災者生活再建支援法に基づき支給されるもの（以下「法による支援
金」）と新潟市が新潟県と連携して支給するもの（以下「市支援金」）が
あります。

１ 対象世帯、支給額
令和６年能登半島地震発災時に、被害を受けた住家に実際に住んでい
た世帯 ※被害の程度（本市が発行する罹災証明書における「住家の
被害の程度」）により対象の可否、支給額が異なります。

２ 支援金の種類

住家の
被害の
程度

法による支援金 市
支援金 支援金合計

基礎支援金 加算支援金

複
数
世
帯
（
カ
ッ
コ
書
き
は
単
身
世
帯
）

全壊
又はやむを

得ず解体した
場合

100万円
（75万円）

建設
購入

200万円
（150万円）

100万円
（75万円）

400万円
（300万円）

補修 100万円
（75万円）

300万円
（225万円）

賃貸 50万円
（37.5万円）

250万円
（187.5万円）

大規模
半壊

50万円
（37.5万円）

建設
購入

200万円
（150万円）

50万円
（37.5万円）

300万円
（225万円）

補修 100万円
（75万円）

200万円
（150万円）

賃貸 50万円
（37.5万円）

150万円
（112.5万円）

中規模
半壊

-----

建設
購入

100万円
（75万円）

50万円
（37.5万円）

150万円
（112.5万円）

補修 50万円
（37.5万円）

100万円
（75万円）

賃貸 25万円
（18.75万円）

75万円
（56.25万円）

半壊 ----- ----- 50万円
（37.5万円）

50万円
（37.5万円）



支援金種類 申請受付期間
・法による支援金
（基礎支援金）

・市支援金
令和７年１月３１日まで
（災害発生の日から13か月間）

・法による支援金
（加算支援金）

令和９年１月３１日まで
（災害発生の日から37か月間）

５ お問い合わせ

〒 ９５１−８５５０
新潟市中央区学校町通１−６０２−１
新潟市役所 福祉部 福祉総務課
電話 ０２５−２２６−１１６９
FAX ０２５−２２５−６３０４
受付時間：午前８時３０分〜午後５時３０分まで（平日のみ）

４ 申請窓口
被災相談窓口（特設会場）

（土・日曜、祝・休日も開設）
区役所の窓口

（平日のみ開設）※

５／１
から ⻄区役所 健康センター棟３階 ⻄区以外の区役所

２ 法による支援金について
法による支援金については、住宅の再建方法に応じて支給される「加算

支援金」の制度があります。
住宅の被害程度と世帯の区分により、先に法による支援金の「基礎支援

金」と市支援金を申請し、再建方法が決まった後に「加算支援金」を申請
することができます。

※「中規模半壊」の場合は、法による基礎支援金の部分はありません

３ 申請受付期間

開設時間：午前９時〜午後５時
※東区は水・木曜のみ、秋葉区は月・火曜のみ開設（祝・休日を除く）

申請様式、申請時に必要な書類については、上記窓口にてご説明するほか、
市ホームページに掲載しています。



参考資料

担　当　課 連　絡　先

道路、下水道の復旧見通しについて

道路の復旧に関すること 土木総務課 ☎ 025-226-3017

私道の復旧支援に関すること 道路計画課 ☎ 025-210-5288

下水道の復旧に関すること 下水道計画課 ☎ 025-226-2979

宅地液状化対策の方向性について

都市計画課
まちづくり推進課

☎ 025-226-2679
☎ 025-226-270０

住宅の修繕支援 公共建築課 ☎ 025-226-2880

住宅の建替支援 建築保全課 ☎ 025-226-2864

住宅の耐震化支援（住宅・建築物安全ストック形成事業） 建築行政課 ☎ 025-226-2841

被災した家屋等の解体・撤去【相談】 循環社会推進課 ☎ 025-226-1391

被災した家屋等の解体・撤去【申請・予約制】 廃棄物対策課 ☎ 025-226-1411

被災者生活再建支援金 福祉総務課 ☎ 025-226-1169

説明内容に関するお問い合わせ先

内　容

支援制度について


